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表 1 部局別､職階別自由記述回答者数 (人)
部 局 名 教 授 助 手
















































































































































































































キュラムを抜本的にかえるか､大幅な教官の定員増 しかないだろうが､現実にはどちらも難 しいだろう (助手)0
《回答No.18》
TA制度の主旨が教官側に伝わってこない｡定員削減などで若手教官の数が減っていることを考えると､こん











































は実際的にはかなり難 しいような印象を有 している｡ むしろ奨学金の充実を図って､勉強できる時に勉強しても
らった方が良いと思う (助手)0
《回答 No.24》
現在のTA制度は収入源としても､研究 ･教育者としての トレーニングとしても中途半端な感がします｡特に
DCの学生は貴重な研究時間をさかれるのでTAをすべきではないと思います｡むしろ､DCは奨学金を充実さ
せMCの学生の教育の一環としてTA制度を利用すべきだと思います｡私達のような実験系の研究室では､DC
に在籍すること自体後輩の指導を部分的にしているという意味でTAのような役割をはたしているといえる (助
辛)0
《回答 No.25》
TAに支払われる報酬は対時間とされているが､規定を厳密に解釈すればTAに任用された大学院学生は一 定
時問を自己の研究以外に割かなければならなくなる｡TAの制度が拡充され､TAの予算の増加にともなって､
TAの拘束時間が延長され､大学院生が本来の研究に使える時間が結果的に減少するのでは､本末転倒である｡
大学院重点化にともない､大学院､特に博士課程の充実が叫ばれているが､修士課程を修了した優秀な学生を博
士後期課程に進学 しようという気にさせるに足りる制度は､まず何をおいても学生本人の研究時間の確保､次に
経済的支援であると考える｡TAの拡充により後者を整備するあまり前者がないがしろにされる恐れがあると危
倶する (助手)0
またあるいは､研究時間の確保を論じる以前の問題として､大学院生がすでにオーバーロードであるという現状を
指摘する回答もあった｡例えば次のようなものである｡
《回答 No.26》
学位取得時期の早期化によって､院生の計画的 ･効率的な研究が要求されている中､直接研究に役立たないT
Aは時間のムダといえる｡さらに院生が公式に役割分担することで､自身の業績を上げることが本分であること
を忘れ､将来的にマイナスとなる場合が見受けられる｡確かに､収入源としては時間的にも経済的にもきびしい
院生にとっては有難いものではあるが､やはり､奨学金の枠を拡大することが本道であり､現在のような修士の
学生の奨学金受理が厳 しい状況を改善すべきとおもう (助手)0
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《回答 No.27》
TAの拡大には､院生に余裕の時間がないとムリである｡現在の院生に (工学部の院生に)そのような余裕は
ないと思う (助手)0
TAの採用が ｢不平等｣(｢悪平等｣ではなくて)であるという回答があることを先に見た (回答No.6).オーバー
ロー ドの学生にさらに無理を強いるというケースがある一方で､何も実質的なことをせず報酬だけが分配されるケー
スが実際にあるとすれば､現行のTA制度は確かに不平等となろう｡これはTA制度そのものの問題であるよりは､
むしろ現行の予算制度が柔軟性に欠けることに由来する問題である｡TA制度を語るためには､まず予算処理のやり
方そのものを再検討する必要があるといえるだろう｡
6.自由記述の分析のまとめ
京都大学の教官 (教授と助手)がTA制度に対して､どのような要望 ･意見をもっているのかを､自由記述回答を
通じて検討してきた｡TAの選抜方法の改善要求､TA採用後の運営方針に対する改善要求､TA以外の制度の拡充
の三系統に回答は集まった｡だが､その回答内容からも示されるように､この三種類の回答には､本質的な意味での
差は小さい｡いずれの意見 ･要望であっても､報酬の面でも業務内容の面でもTA制度の理念と現実とが帝離してい
るという状況認識が共有されているからである｡ここで翻って考えてみると､この理念と現実の帝離という問題はT
A制度に限らず､現行の多くの大学制度にも多かれ少なかれ該当することである｡TA制度について議論することも
もちろん大切であるが､その場合も大学院教育とは何か､大学院教育を充実させるためにはどんな方策がありうるの
か､といった問題をあわせて議論する必要があるだろう｡ その点を指摘したのが次の回答である｡ 全体の締めくくり
として参照しておきたいと思う｡
《回答 No.28》
大学院生はできるだけ奨学金や学振で研究をすべき｡ 学部生の教育は教官が担当すべきであろう｡ その方が学
部生にとっても､大学院生にとってもベストである｡そのために教官スタッフを充実することを考えるべきでは
ないか｡現状では大学院生は責任をもたない使い捨て状態であり､定員削減のしわ寄せで仕事がまわってきてい
るとしか思えない｡TA制度を考える前に､大学院とは何であるかの位置づけをはっきりさせておくべきである
(助手)0
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